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「新行財政改革実行プラン」による平成１７年度削減額について  

新行財政改革プランでは、行政評価システムを活用し、全ての事務事業について見直しを行うとしています。平成１７年度

は、競争入札の導入等、設計の見直しや仕様の見直し、事務処理の改善・工夫などにより１３４事業で約２億５千万円、また、

人件費については、特別職の給料や管理職手当の削減、退職者の不補充、通勤手当の支給方法の見直しなどにより約３億７千

３百万円、合計約６億２千３百万円の削減が図れました。 

 

≪平成１７年度削減額≫  

新行財政改革実行プランによる平成１７年度削減額 ６２３，１１５千円 

 (内訳)   

１ 「全事務事業の見直し」に基づく事業費の削減額 （１３４事業：２５０,１４１千円）   

① 競争入札の導入等による経費削減 （３３事業：９７，３４０千円） 

ア 従来随意契約で行っていた案件について透明性の確保及び競争原理を導入するため競争入札への見直しを図り経費削

減に努めた。‥‥（４事業：５,１６６千円） 

・「公害測定機器更新事業」（削減額３，４５０千円） 

 気象観測装置の老朽化に伴う更新の際に、競争入札を導入したことにより経費の削減が図れた。 

・「水質保全対策事業」 （削減額３１５千円） 

水路水質浄化施設維持管理委託契約において競争入札を導入したことにより経費の削減が図れた。 

・「大気保全対策事業」（削減額８４千円） 

  大気汚染等測定機器保守管理業務委託契約において競争入札を導入したことにより経費の削減が図れた。 

・「クリーンセンター施設管理事業」（削減額１，３１７千円） 

 クリーンセンターエレベーター保守点検業務委託にあたって競争入札を導入し経費の削減の削減が図れた。 

 

イ 設計の見直し、仕様の見直しにより契約額の削減が図られたもの。‥‥（２９事業：９２，１７４千円） 

《主な事業》 

・「江戸川左岸流域関連公共下水道整備事業」（削減額４９，３１１千円） 

設計の見直しや入札減等により経費の削減が図れた。 

・「施設管理事業」（削減額１１，０８７千円） 

庁舎清掃業務仕様書の清掃回数の見直しや庁舎管理業務の入札減により削減が図れた。 

・「西初石３丁目排水整備事業」（削減額４，４８９千円） 

都市計画道路との合併発注や入札減により削減が図れた。 

 

② 事務事業の見直しによる経費削減 （１０１事業：１５２,８０１千円）  

     ≪主な事務事業≫ 

・「ごみ処理施設管理事業」（削減額２９，８１１千円） 

焼却炉の運転方法の改善・工夫により、灯油や電気代等光熱水費の削減が図れた。 

・「し尿処理施設整備事業」「し尿処理施設維持管理事業」（削減額９，５９２千円） 

施設の修繕箇所を再精査し、節減に努め経費の削減が図れた。 
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・「西平井・鰭ヶ崎地区緑道整備事業」（削減額２，６４１千円） 

実施設計の段階で、街路灯の設置を再精査し、関連経費の削減が図れた。 

 

２ 人件費に係る削減額 （削減額 ３７２,９７４千円） 

特別職の給料や管理職手当の削減、退職者の不補充、通勤手当の支給方法の見直しなどにより削減が図れた。 

 

 

 

≪平成１５年度から平成１７年度の削減額≫  

 

 

 事務事業費の削減 人件費の削減 計 

平成１５年度 「事務事業改革プラン」 

削減額：約４億３千８百万円 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 

：約２３６億１千３百万円 

削減率：１．８５％ 

 

削減額：約２億５千８百万円 

≪主な内訳≫ 

 退職者不補充：約２億１千４百万円 

 特別職・管理職手当削減 

       ：約３千９百万円 

 

 削減額：約６億９千６百万円 

平成１６年度 「緊急削減プラン」 

 削減額：約１０億５千５百万円 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 

：約３７３億 8千２百万円 

削減率：２．８２％ 

 

削減額：約３億１千２百万円 

≪主な内訳≫ 

 退職者不補充：約２億６千６百万円 

 特別職・管理職手当削減 

      ：約４千万円 

 

 削減額：約１３億６千７百万円 

平成１７年度 ｢新行財政改革実行プランに基づく削減｣ 

 削減額：約２億５千万円 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 

：約２０１億５千 9百万円 

削減率：１．２４％ 

 

 削減額：約３億７千３百万円 

≪主な内訳≫ 

 退職者不補充：約３億２千６百万円 

 特別職・管理職手当削減 

       ：約３千８百万円 

 

 削減額：約６億２千３百万円 

計 

削減額：約１７億４千３百万円 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 

：約 8１１億５千４百万円 

削減率：２．１５％ 

削減額：約９億４千３百万円 削減額：約２６億８千６百万円 


